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２月２１日、岐阜地方裁判所（鳥居俊一裁判長）は大垣警察市民監視違憲訴訟について、大垣

警察による事業者への個人情報の提供は違法であるとして、原告４人に対して各５５万円の損害

賠償を命ずる判決を言い渡した。公安警察の活動について、個人情報の提供は違法と断じたこと

は重要である。 

しかし、判決が警察の情報収集の違法性を認めなかったこと、原告が強く求めた個人情報の抹

消請求を却下したことは極めて不当である。警察が、特定の個人の情報を収集し、データベース

を作り、これを勝手に連結（プロファイリング）し、第三者に提供するなどの利用をおこなうこ

とはプライバシーをはじめ憲法が保障する人権を著しく侵害する。違法に集めた証拠は、当然に

抹消されなければならない。 

２０１４年７月、大垣警察署警備課（公安）が大垣市で風力発電所建設を計画していた中部電

力の子会社（シーテック社）に「住民運動対策」として市民４人の個人情報を提供していたこと

が新聞報道で明るみになった。警察に違法に個人情報を収集され、その情報が提供された４人の

市民が原告となり、２０１６年１２月に国家賠償請求、２０１８年１月には個人情報抹消請求を

提訴して、警備公安警察の違法な情報収集活動の実態の全容解明を求めてきた。原告が「証拠保

全手続き」で入手したシーテック社作成の「議事録」には、警察側の発言として市民運動・住民

運動を敵視している事実が赤裸々に記載され、原告４人について長期にわたって多くの情報を収

集・集積してきたことが窺がわれた。裁判では、４人の個人情報が公安警察組織の中でデータベ

ース化され、いつでも利用できる状態になっていることが、原告の人権を著しく侵害しているか

否かが問われていた。 

 判決は、「思想信条の自由に関連する情報は、個人に思想良心の自由が保障されていること（憲

法 19条）を考慮すれば、プライバシーに関する情報の中でも要保護性が高い」と判示した上で、

「上記のような要保護性が高い原告らの情報を、・・・必要性がないのに、積極的かつ意図的、か

つ複数回にわたり継続的にシーテック社に提供したものであり、かかる情報提供の具体的態様は

悪質といわざるを得ない」と、公安警察の活動を厳しく断罪した。 

警察庁・高橋清隆警備局長は、２０１５年６月の参議院内閣委員会で、この問題が追及された

際、「必要に応じて関係事業者と意見交換を行っております」と開き直り、「通常行っている警察

業務の一環」と答弁した。今回の判決により、この「警察業務」の一部に事実上違法があったこ

とになり、警察はこれまでの活動を猛省し、今後、決して国民の人権を侵害しないことが求めら

れる。 

いま国会には、警察庁が直轄する「サイバー特別部隊」などを新設する警察法改正案が提出さ

れ、「国家警察」化への危険な動きが強まっている。すでにデジタル庁が創設され、あらゆる個人

情報を国や企業が掌握し、国民を常時監視するという「超監視社会」を招く恐れも指摘されてい

る。 

日本国民救援会は、日本国憲法で保障された個人の尊厳、思想・良心の自由、表現の自由が保

障された民主主義社会の実現をめざして、引き続き活動をすすめることを表明する。 


